
◎　平成２２年度に行った主な事業

１， 地域住宅交付金事業（茂尻第１団地１号棟・福栄団地７号棟建設など）

２， 市民プール新設事業（２１年度～）

３， 学校施設耐震化事業（赤間小学校）

４， 赤平デジタルテレビ中継局建設事業

５， 道路新設改良事業（市道７路線）

６， ズリ山展望広場改修事業

７， じん芥収集車更新事業

８， 災害復旧事業（大雨災害）

９， 公共下水道事業

　市では、４月から翌年３月までをひと区切りとした１年度ごとに、いくらお金が入っ
てきて、どのようなことに使うのかを決めています。これを予算といい、正式には議
会の議決により決定します。そして、実際にいくら使い、お金や借金などがいくら
残っているかを明らかにすることを決算といいます。

　平成２２年度の市の財政運営は，「赤平市財政健全化計画（改訂版）」に基づき
行財政改革を推進するとともに，厳しい経済・雇用情勢に対応するため前年度に
引き続き「緊急雇用創出事業費」を創設し，さらに，国の緊急総合経済対策に係る
各種交付金等を活用した公共事業を実施するなど，地域経済の活性化に努めて
まいりました。
　一般会計の歳入では，市税が前年度に引き続き１０億円を割り対前年度比で０．
５％の減となりましたが，地方交付税は普通交付税・特別交付税ともに増額措置さ
れて，臨時財政対策債を含めた地方交付税総額としては７．４％の増となりまし
た。
　歳出では，更なる財政の健全化に向けて人件費の独自削減を継続して行いまし
たが，平成１９年度に多数の職員が退職したことによる退職手当組合への清算金
により対前年度比で３６．３％の増となりました。また，景気後退下における国の緊
急総合経済対策として「きめ細かな交付金事業」「住民生活に光をそそぐ交付金事
業」を実施しました。この他，市民プールの新設事業や地域住宅交付金事業、赤
間小学校の耐震化やデジタルテレビ中継局の建設事業などにより普通建設事業
費は２４．７％の増となりました。

　病院事業会計では，経営健全化計画以上の収益を確保しましたが，内科医が１
名退職したことにより，外来患者・入院患者ともに前年度を下回りました。ただし，
人件費の独自削減の継続や一般会計からの不良債務解消のための繰出しにより
当期純利益を計上し，不良債務額は約６億３千万円となりました。

平成２２年度の決算について



平成２２年度　決算総括表（各会計の決算状況）

（会計ごと項目ごとに端数処理をしているため、差引額・小計・合計とは必ずしも一致しません）

４４億　８０９万円 ２億　６１０万円 ５３億５２５４万円

１２億７５１３万円 １２億４１９８万円 ３３１５万円

４６８１万円 ４６８１万円 ０万円 ５億２８５４万円

４８億２４００万円

５４１万円 ３８０万円 １６１万円

１４１億８２０４万円 １３６億３２１４万円 ５億４９９０万円 １４５億３７８２万円

１億８６７７万円

９１億８５２８万円

２１億４８９０万円 ２０億１８６７万円 １億３０２３万円

２４３３万円 ２４３３万円 ０万円

４７億９０８２万円

１４５億６５４６万円

９５憶６７８５万円

３３万円

１億９６４５万円

４６億１４１７万円

４６８１万円

６億９１７１万円

３億４３８０万円

０万円 ３３万円

５４４万円

１億９４１７万円

１２億７４７７万円

６億６３６５万円 ２８０６万円

９６８万円

９７億７４６４万円

２３億２９４１万円

２４８８万円

１７万円

６億７６４４万円

９２億２４０５万円

歳 入 差 引 額歳 出 地 方 債 残 高

決 算 額

予 算 現 額

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

介 護 保 険

小 計

一 般 会 計

特

別

会

計

合 計

会 計 区 分

用 地 取 得

国 民 健 康 保 険

老 人 保 健

土 地 造 成 事 業

２億２２０８万円 ３０２万円

下 水 道 事 業

霊 園

介 護 サ ー ビ ス 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 ２億３８７４万円 ２億２５１０万円



平 成 22 年 度 平 成 21 年 度

決 算 額 決 算 額

市 税 ９億５４３０万円 １０．０ ９億５８９３万円 △０．５

地 方 譲 与 税 ７５９０万円 ０．８ ７６７２万円 △１．１

利 子 割 交 付 金 ３６４万円 ０．０ ３９６万円 △８．１

配 当 割 交 付 金 ９１万円 ０．０ ７５万円 ２１．３

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 ２９万円 ０．０ ３２万円 △９．４

地 方 消 費 税 交 付 金 １億３４７１万円 １．４ １億３４９４万円 △０．２

自 動 車 取 得 税 交 付 金 １５０３万円 ０．２ １５３０万円 △１．８

地 方 特 例 交 付 金 ２１０５万円 ０．１ １０９２万円 ９２．８

地 方 交 付 税 ４４憶９９１３万円 ４７．０ ４２憶３０１６万円 ６．４

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 １６２万円 ０．０ １８５万円 △１２．４

分 担 金 及 び 負 担 金 ６２８０万円 ０．７ ６１３７万円 ２．３

使 用 料 及 び 手 数 料 ４億７２９８万円 ４．９ ４億８３８９万円 △２．３

国 庫 支 出 金 １３憶９５７７万円 １４．６ １６憶２５８０万円 △１４．１

道 支 出 金 ３憶６７２５万円 ３．８ ３憶３８８５万円 ８．４

財 産 収 入 ２１１５万円 ０．２ ４５４６万円 △５３．５

寄 附 金 ８９１万円 ０．１ １７６８万円 △４９．６

繰 入 金 ５９４万円 ０．１ １８２１万円 △６７．４

繰 越 金 ３億２４４０万円 ３．４ １０億９５３２万円 △７０．４

諸 収 入 ３憶３６２３万円 ３．５ ２憶７６２４万円 ２１．７

市 債 ９．１ ６６．９

歳 入 合 計 １００．０ △３．５

（歳出合計に合わせるため万円未満で調整しています）

９５憶６７８５万円 ９９憶１５５０万円

一般会計決算の内訳（歳入）

区 分
構 成 比
（ ％ ）

増 減 率
（ ％ ）

８憶６５８４万円 ５憶１８８３万円



平 成 22 年 度 平 成 21 年 度

決 算 額 決 算 額

議 会 費 ４８２７万円 ０．５ ４８９０万円 △１．３

総 務 費 ７億５３４９万円 ８．２ １７億２１８９万円 △５６．２

民 生 費 １８億８８１２万円 ２０．５ ２６億９１５０万円 △２９．８

衛 生 費 ３億９２６４万円 ４．２ ３億５９７４万円 ９．１

労 働 費 ４９４３万円 ０．５ ６２０９万円 △２０．４

農 林 水 産 業 費 ６０９７万円 ０．７ ６７８２万円 △１０．１

商 工 費 ９３４７万円 １．０ ２億２５８６万円 △５８．６

土 木 費 ８億６２９２万円 ９．３ ８億９９９３万円 △４．１

消 防 費 ６５４８万円 ０．７ ６４９０万円 ０．９

教 育 費 ６億１４８１万円 ６．７ ２億９５９７万円 １０７．７

公 債 費 ８億９２１９万円 ９．７ ９億８４０７万円 △９．３

諸 支 出 金 １９億３９８６万円 ２１．０ １０億７４４４万円 ８０．５

職 員 給 与 費 １５億２８１７万円 １６．６ １０億９３９９万円 ３９．７

災 害 復 旧 費 ３４２３万円 ０．４ ０万円 皆増

歳 出 合 計 ９２億２４０５万円 １００．０ ９５億９１１０万円 ２１．５

（歳出合計に合わせるため万円未満で調整しています）

平 成 22 年 度 平 成 21 年 度

決 算 額 決 算 額

人 件 費 １５億９５５９万円 １７．３ １１億７０７６万円 ３６．３

物 件 費 ８億　３９５万円 ８．７ ７億８４９３万円 ２．４

補 助 費 等 １４億１１２８万円 １５．３ １５億７２８６万円 △１０．３

扶 助 費 １５億４７５７万円 １６．８ １４億６３８１万円 ５．７

普 通 建 設 事 業 費 １１億５２８２万円 １２．５ ８億９４７３万円 ２８．８

維 持 補 修 費 ３億２５８１万円 ３．５ ３億　２５３万円 ７．７

公 債 費 ８億９２１８万円 ９．７ ９億８４０７万円 △９．３

積 立 金 ３億５８１２万円 ３．９ ９億　１４０万円 △６０．３

投 資 及 び 出 資 金 １億６８１１万円 １．８ １億１５８６万円 ４５．１

貸 付 金 ３４０６万円 ０．４ ３４５４万円 △１．４

繰 出 金 ９億３４５６万円 １４．２ １３億６５６１万円 △３１．６

歳 出 合 計 ９２億２４０５万円 １００．０ ９５億９１１０万円 ２１．５

（歳出合計に合わせるため万円未満で調整しています）

一般会計決算の内訳　（性質別歳出）

区 分
構 成 比
（ ％ ）

増 減 率
（ ％ ）

一般会計決算の内訳　（目的別歳出）

区 分
構 成 比
（ ％ ）

増 減 率
（ ％ ）



企業会計決算の内訳

◎水道事業会計

１．損益計算書

２．貸借対照表

３．企業債残高 １１億５８５０万円

◎病院事業会計

１．損益計算書

２．貸借対照表

３．企業債残高 ３２億９９２３万円

４．患者数 外来 延 人 ４１１ 人）

入院 延 人 １２１ 人）

当 年 度 純 利 益

当 年 度 純 利 益

９万９９５４

４万４１２６

（１日平均

（１日平均

４７３３万円

４億２８４７万円

剰 余 金 △２０億５１４０万円

計 ３７億７４１２万円 計 ３７億７４１２万円

( 資 本 の 部 ）

資 本 金 ３８億９５９２万円

固 定 資 産 ３４億６６３３万円 固 定 負 債 ９億９４１６万円

流 動 資 産 ３億　７７９万円 流 動 負 債 ９億３５４４万円

項 目 金 額 項 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

資 本 金 １４億３３５７万円

剰 余 金 １３億２５０９万円

計 ２７億６７０１万円 計 ２７億６７０１万円

( 資 本 の 部 ）

固 定 資 産 ２５億６２０９万円 固 定 負 債 １７４万円

流 動 資 産 ２億　４９２万円 流 動 負 債 ６６１万円

項 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

特 別 損 失 １３万円 特 別 利 益 ６億７０８４万円

計 ２３億５４５５万円 計 ２７億８３０２万円

医 業 費 用 ２２億１７６３万円 医 業 収 益 １９億　５０９万円

医 業 外 費 用 １億３６７９万円 医 業 外 収 益 ２億　７０９万円

特 別 利 益 ０万円

計 ３億１５２５万円

項 目 金 額 項 目 金 額

項 目 金 額

項 目 金 額

営 業 収 益 ３億　１３５万円

営 業 外 収 益 １３９０万円

項 目

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

計

金 額

２億３７０５万円

３０８７万円

０万円

２億６７９２万円


